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  第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内において次世代自動車の普及を図り、地球温暖化の主な

要因である二酸化炭素の排出削減に寄与するため、次世代自動車を購入する事業

者及びリース（サブスクリプション（一定の期間ごとに一定の金額で製品を利用

させ、又はサービスを提供することをいう。）を含む。以下同じ。）契約により事

業者に貸与する事業者に対し交付する刈谷市事業用次世代自動車購入費等補助金

（以下「補助金」という。）に関し、刈谷市補助金等交付規則（昭和４４年規則第

２９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「次世代自動車」とは、別表に規定する自動車をいう。  

（補助対象自動車）  

第３条 補助の対象となる自動車（以下「補助対象自動車」という。）は、次世代自

動車であって、超小型電気自動車以外の次世代自動車にあっては第１号及び第２

号に掲げる要件に、超小型電気自動車にあっては第１号及び第３号に掲げる要件

に該当するものとする。  

（１）市内を使用の本拠とするものであること。  

（２）初めて新規登録等（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第７条

第１項に規定する新規登録又は同法第６０条第１項後段の規定による車両番

号の指定をいう。以下同じ。）を受けるものであること。ただし、国外で運行

の用に供された自動車であって、国内に輸入されたことによって新規登録等

を受けるものを除く。  



（３）初めて刈谷市税条例（昭和２５年条例第８号）第８２条第１項の規定によ

り標識の交付を受けるものであること。ただし、他の地方公共団体において、

同条に類する規定により標識の交付を受けたことがあるものを除く。  

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる次世代自動車の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

（１）燃料電池自動車 車両本体価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。以

下同じ。）に１０分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じたと

きは、その端数金額を切り捨てるものとし、４０万円を限度とする。） 

 （２）電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車 車両本体価格に１０分の

１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額

を切り捨てるものとし、１５万円を限度とする。）  

（３）超小型電気自動車 車両本体価格に１０分の１を乗じて得た額（１，００

０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとするとし、７

万円を限度とする。）  

２ 補助金の交付は、第５条に規定する補助金の交付の対象となる者又は第７条に

規定する契約者について、前項第１号及び第２号に掲げる次世代自動車にあって

は１年度につきいずれか１台を限度とし、超小型電気自動車にあっては１年度に

つき１台を限度とする。ただし、同一の者が当該対象となる者及び当該契約者と

して当該次世代自動車につきそれぞれ、又は当該超小型電気自動車につきそれぞ

れ同一の年度において補助金の交付を受けることはできない。 

   第２章 次世代自動車購入事業者  

 （補助対象事業者）  

第５条 補助金の交付の対象となる者は、市内に事務所又は事業所を有する者であ

って、次の各号のいずれにも該当するものとする。  

（１）自らの事業の用に供し、かつ、自ら使用する目的で補助対象自動車を購入

した者  

（２）市が賦課徴収を行う税金を滞納していない者  

（補助金の交付申請）  

第６条 超小型電気自動車以外の次世代自動車に係る補助金の交付を受けようとす



る者にあっては車検証交付日（道路運送車両法第６０条第１項の規定により交付

された補助対象自動車に係る自動車検査証（以下「車検証」という。）に記載され

ている交付年月日をいう。以下同じ。）後９０日以内に、超小型電気自動車に係る

補助金の交付を受けようとする者にあっては標識交付証明書交付日（刈谷市税条

例第８２条第３項の規定により交付された証明書（以下「標識交付証明書」とい

う。）に記載されている標識交付年月日をいう。以下同じ。）後９０日以内に、そ

れぞれ刈谷市事業用次世代自動車購入費等補助金交付申請書（購入用）（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

（１）自動車検査証記録事項の写し（超小型電気自動車を除く。）  

（２）標識交付証明書の写し（超小型電気自動車に限る。）  

（３）事業所証明書その他市内に事務所又は事業所を有することを確認できる書

類（補助金の交付の対象となる者が個人である場合に限る。） 

（４）請求書その他購入した補助対象自動車の車両本体価格が確認できる書類の

写し  

（５）保証書の写し（超小型電気自動車に限る。）  

   第３章 次世代自動車リース事業者  

 （補助対象リース事業者）  

第７条 補助金の交付の対象となる者（次条において「補助対象リース事業者」と

いう。）は、次の各号のいずれにも該当する者（以下「契約者」という。）を相手

方として、同一の補助対象自動車を貸与する４年以上のリース契約を結んでいる

法人とする。  

（１）市内に事務所又は事業所を有する者  

（２）自らの事業の用に供し、かつ、自ら使用する目的で補助対象自動車を借り

受ける者  

（３）市が賦課徴収を行う税金を滞納していない者  

（補助金の交付申請）  

第８条 超小型電気自動車以外の次世代自動車に係る補助金の交付を受けようとす

る者にあっては車検証交付日後９０日以内に、超小型電気自動車に係る補助金の

交付を受けようとする者にあっては標識交付証明書交付日後９０日以内に、それ

ぞれ刈谷市事業用次世代自動車購入費等補助金交付申請書（リース用）（様式第２



号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

（１）契約者が使用者となっている自動車検査証記録事項の写し（超小型電気自

動車を除く。）  

（２）標識交付証明書の写し（超小型電気自動車に限る。）  

（３）契約者の事業所証明書その他市内に事務所又は事業所を有することを確認

できる書類 

（４）請求書その他購入した補助対象自動車の車両本体価格が確認できる書類の

写し  

（５）保証書の写し（超小型電気自動車に限る。）  

（６）契約者の市が賦課徴収を行う税金の完納を証する納税証明書  

（７）補助対象リース事業者の現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書の写

し 

（８）契約者と補助対象リース事業者が締結しているリース契約書の写し及び納

期ごとのリース料金が確認できる書類 

（９）リース料金の算定根拠明細書（様式第３号）  

（補助金のリース料金への充当）  

第９条 前条の規定により交付の申請をし、交付の決定を受けた者は、交付を受け

た補助金を当該決定に係る補助対象自動車の納期ごとのリース料金（消費税及び

地方消費税相当額を除く。以下同じ。）に充当しなければならない。  

２ 前項の規定による充当は、任意の納期分から開始するものとし、当該補助対象

自動車が新規登録等を受けた日の属する月から起算して４年を経過する月以後初

めて納期が到来するリース料金に対しても行われるものでなければならない。  

第４章 雑則  

（実績報告） 

第１０条 規則第１０条の規定による実績報告は、第６条又は第８条の規定による

交付の申請をもって行うものとする。 

 （使用の本拠の位置の異動） 

第１１条 第６条又は第８条の規定により交付の申請をし、交付の決定を受けた者

（以下「交付決定事業者」という。）は、当該決定に係る補助対象自動車が新規登

録等を受けた日から起算して４年を経過する日までの間（以下「処分制限期間」



という。）に使用の本拠の位置が市内でなくなった場合は、市長に届け出なければ

ならない。  

 （財産処分の制限）  

第１２条 交付決定事業者は、処分制限期間に当該決定に係る補助対象自動車を売

却し、譲渡し、交換し、廃棄し、貸付け（第８条の規定により交付の申請をし、

交付の決定を受けた者が契約者に貸与する場合を除く。）をし、又は担保に供して

はならない。ただし、天災その他の交付決定事業者及び契約者の責めに帰すこと

のできない事由のある場合は、この限りでない。  

（補助金の交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

 （１）処分制限期間に当該決定に係る補助対象自動車が第３条第１号に掲げる要

件に該当しなくなったとき。  

 （２）処分制限期間に補助対象自動車に係るリース契約を解約したとき。  

（３）前条の規定に違反したとき。  

（４）偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。  

（補助金の返還）  

第１４条 前条の規定により補助金の交付の決定を取り消された者は、既に補助金

が交付されているときは、当該補助金の全部又は一部を市長に返還しなければな

らない。  

２ 前項の規定による返還が完了するまでの間、補助金の交付の決定を取り消され

た者は、新たに補助金を受けることができないものとする。 

（調査等） 

第１５条 市長は、補助金の適正かつ円滑な運営を図るため、必要に応じて補助金

の交付を受けた者及び契約者に対し報告を求め、又は調査を行うことができる。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年６月２９日から施行し、同年６月１日以後に新車登録さ

れた低公害車に係る補助金について適用する。 

   附 則  

 （施行期日）  



１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の刈谷市事業用低公害車購入費補助金交付要綱第４条第１項の規定は、

この要綱の施行の日以後に新車登録された低公害車に係る補助金について適用し、

同日前に新車登録された低公害車に係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の刈谷市事業用低公害車購入費補助金交付要綱第４条第１項の規定は、

この要綱の施行の日以後に新車登録された低公害車に係る補助金について適用し、

同日前に新車登録された低公害車に係る補助金については、なお従前の例による。 

   附 則  

 この要綱は、平成２５年３月２９日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、附則の改正規定は、３

月２８日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成２７年１月１日から施行し、改正後の第４条第１号の規定は、

平成２６年１２月１日以後に新車登録された燃料電池自動車に係る補助金について

適用する。  

   附 則  

この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。  

附 則  

 （施行期日）  

１ 第１条による改正規定及び附則第３項の規定は平成３０年４月１日から、第２

条による改正規定及び次項の規定は同年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 第２条による改正後の刈谷市事業用次世代自動車購入費補助金交付要綱の規定

は、平成３０年１０月１日以後に新規登録等を受けた次世代自動車に係る補助金



について適用し、同日前に新規登録等を受けた次世代自動車に係る補助金につい

ては、なお従前の例による。  

 （刈谷市事業用超小型電気自動車購入費補助金交付要綱の廃止）  

３ 刈谷市事業用超小型電気自動車購入費補助金交付要綱（平成２６年４月１日施

行）は、廃止する。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の刈谷市事業用次世代自動車購入費補助金交付要綱の規定は、令和４年

４月１日以後に新規登録（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第７条

第１項に規定する新規登録をいう。以下同じ。）を受けた燃料電池自動車に係る補

助金について適用し、同日前に新規登録を受けた燃料電池自動車に係る補助金に

ついては、なお従前の例による。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、令和５年１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正後の刈谷市事業用次世代自動車購入費等補助金交付要綱（以下「新要綱」

という。）第６条及び第４章の規定は、令和５年１月１日以後に交付の申請がされ

る補助金について適用し、同日前に交付の申請がされた補助金については、なお

従前の例による。  

３ 新要綱第３章の規定は、令和５年１月１日前に貸与が開始された補助対象自動

車についても適用する。  

   附 則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  



別表（第２条関係） 

電 気 自 動 車 電気を動力源とする自動車（内燃機関を併用するもの

は除く。）  

燃 料 電 池 自 動 車 搭載された燃料電池（水素と、空気中の酸素の化学反応

により直接電気を発生させるもの）によって駆動される

電動機を原動機とする自動車（内燃機関を併用するもの

は除く。） 

プラグインハイブリ

ッド自動車 

搭載された電池によって駆動される電動機及び内燃機

関を原動機とし、エネルギーの回生機構を有する自動車

で、外部電源からの充電が可能なもの（動力源となる内

燃機関の排気量が１．８リットル以下のものに限る。） 

超小型電気自動車  搭載された電池によって駆動される電動機を原動機と

する、道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令

第７４号）の規定による型式認定を取得した第一種原

動機付自転車であり、かつ、道路交通法（昭和３５年

法律第１０５号）の規定による普通自動車に該当する

もの  

 


